


公益財団法人 北海道市町村振興協会事業に
[bookmark: _GoBack]関するアンケート調査票　


	市町村名
	




アンケートの提出に当たっては、必ず市町村長の閲覧に供されますよう
お願い申し上げます。（提出期限：平成30年４月27日（金））
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サマージャンボ宝くじ（市町村振興宝くじ）
　  ハロウィンジャンボ宝くじ（新市町村振興宝くじ）

※この宝くじの収益金は、道内の売り上げ実績等により配分され、
「市町村の明るく住みよいまちづくり」に使われます。


平成30年４月
公益財団法人　北海道市町村振興協会




	○　はじめに



本アンケートに関して問い合わせをさせていただく際の連絡先を記入してください。
	市町村名
	

	所属部課名
	

	職・氏名
	

	電話番号
	
（内線：　　　）

	E-mailアドレス
	




	Ⅰ　公益財団法人　北海道市町村振興協会について



　当協会は、昭和54年３月に「市町村振興宝くじ(通称：サマージャンボ宝くじ)」の発売収益金を、市町村振興事業や災害対策のために活用する財団法人として設立され、平成24年４月からは公益財団法人として活動しています。
　　これまで、当協会では、「サマージャンボ宝くじ」の発売収益金を基金として積み立て、これを有効に活用し、道内市町村の振興のために、公共施設整備に対する貸付、地域の課題に対応した調査研究、地域の人づくりのための研修の実施や支援、情報資料提供や助成などの各種事業を積極的に推進してきました。
また、平成13年度に新設された「新市町村振興宝くじ(通称：ハロウィンジャンボ宝くじ)」の発売収益金の全額を、札幌市を除く市町村に交付し、公共事業のほか、地域における環境の保全、経済の活性化、少子・高齢化に対応する施策などのソフト事業に活用していただいています。















	




Ⅱ　資金貸付事業について



　当協会では、資金貸付事業として、市町村等が行う災害対策事業及び施設等整備事業のための資金を、次により貸し付けしています。
（平成30年4月1日現在）
	区分
	長期貸付
	短期貸付

	予算額
	貸付金：6,000,000千円
	貸付金：500,000千円

	貸付対象事業
	地方財政法第32条に規定する公共事業で、地方債計画の資金区分において「銀行等引受資金」を借入できる事業
	地方財政法第32条に規定する災害関連事業

	貸付条件
	貸付利率
	当協会と貸付条件を同じくする財政融資資金の貸付利率から0.3%を減じた利率
　上限：年3.0%　下限：0.3％
	当協会と貸付条件を同じくする財政融資資金の貸付利率から0.3%を減じた利率
　上限：年3.0%　下限：0.1％
　ただし、災害救助法の適用を受けた市町村に対する貸付金利は、無利子

	
	
	財政融資資金の貸付金利が0.7％未満の場合は、特例利率を適用

	
	償還年限
	15年以内若しくは20年以内（うち据置期間3年）
	貸付年度内

	
	償還方法
	半年賦元金均等償還
	一括償還

	
	貸付時期
	貸付年度の5月及び3月
	随時

	
	限度額
	原則として1事業につき5億円



問１　貴市町村では、この資金貸付を活用したことがありますか。該当するものを１つ選び○で囲んでく
　ださい。
　１　資金貸付を活用したことがある
　２　資金貸付を活用したことはない
　３　資金貸付のことを知らなかった

問１－２　問１で「２」と回答された市町村に伺います。資金貸付を活用していない理由は何ですか。次
の中から、主な理由を２つまで選び○で囲んでください。
　１　利率が高い
　２　償還期間が短い
　３　償還期間が長い
　４　据置期間が長い
５  対象事業が限られている
　６　貸付限度額が少ない
７  市中銀行などを活用している
８  その他
	具体的に記入してください。　




問２　今後、資金貸付を活用しますか。該当するものを１つ選び○で囲んでください。
　１　活用する 
　２　活用しない
《資金貸付条件の見直し経過について》
　　当協会では、これまで市町村の要望等を踏まえ、次のとおり貸付条件の見直しを行ってきました。
　平成25年度　貸付時期を年１回(３月)から２回(５月と３月)に増
　平成26年度　３月期から20年償還(３年据置)を追加 
  平成28年度　３月期から政府資金(財政融資資金)が年0.7%未満の場合、特例利率を設定

問３　資金貸付事業での貸付条件の見直し等について、ご意見・ご要望がありましたら記入してください。
	









	



Ⅲ　市町村交付金事業について



当協会では、新市町村振興宝くじ（通称：ハロウィンジャンボ宝くじ）の発売収益金全額を、交付された年度内に、札幌市を除く市町村に交付しています。
  市町村交付金の使途は、公共事業をはじめ総務省令（地方財政法32条に規定する事業を定める省令）に定められている国際化の推進や高齢化・少子化等対応、地域経済の活性化、環境の保全などに係るソフト事業に活用することとなっています。
　市町村交付金交付額は、市町村数を基数とした均等割(４割)と国勢調査人口を基数とした人口割(６割)により算出した額の合計額となっており、均等割の算出に当たっては、合併市町村に配慮して、平成29年度から32年度まで特例経過措置を講じています。

問４　市町村交付金事業についてご意見・ご要望がありましたら記入してください。
	


















	
Ⅳ　調査研究事業について



当協会では、市町村共通の政策課題などについてテーマを設定し、２カ年にわたり調査研究を行い、その成果を報告書として取りまとめ、参考資料として各市町村に配付提供しています。
　また、研究成果を基に、その都度「市町村職員研修会」を開催しています。

問５　次の表は、当協会が過去５年間（平成25年度～平成29年度）に配付提供した調査研究事業の成果
品（冊子）です。
　　　これら３件の成果品の「活用状況」についてお伺いします。該当するものを１つ選び○で囲んでく
ださい。

　【調査研究事業　成果品一覧】
	項　　　　目
	設　　　　問

	成果品名
	成果品の概要
	活用状況

	1  シニア層が活躍する地域づくりに関する調査研究報告書
（平成29年度発行）
	少子高齢化が進行する中、シニア層が地域社会において心身の健康を保持し、就業や地域貢献活動、社会活動の参加など、多様な経験や知識を活かし、世代を超えて支え合うことのできる仕組みについて調査研究し、取りまとめたもの。
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　成果品を知らなかった

	2　移住・定住施策の新たな展開に関する調査研究報告書
（平成27年度発行）
	道内の移住・定住の取組について、課題を抽出した上で、予測される急激な人口減少や基幹産業の担い手不足等を踏まえ、新たな視点に立った移住・定住に関する効果的な施策等について調査研究し、取りまとめたもの。
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　成果品を知らなかった

	3  減災対策に関する調査研究報告書　～21世紀の減災協働社会をめざして～
（平成25年度発行）
	自然災害から「住民の命と暮らしを守る」という行政の責務や、住民・地域との協働による減災対策の重要性が再認識され、減災対策の現状と課題等を調査・分析し、効果的な対策方針について調査研究し、取りまとめたもの。
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　成果品を知らなかった



問５－２　問５の活用状況で「４」と回答された市町村にお伺いします。参考とならない理由は何ですか。
	具体的に記入してください。





問６　当協会の調査研究事業の継続について、該当するものを１つ選び○で囲んでください。
１  現行の枠組のまま継続してほしい 
２　調査研究期間や調査方法等を見直し継続してほしい
	具体的な見直し点




　３　終了しても良い
	理由



問６－２  問６で「１」及び「２」と回答された市町村にお伺いします。調査研究事業を継続した場合、
今後、どのようなテーマ・課題に取り組むことを希望されますか。次の例示の中から３つまで選
び○で囲んでください。
　１　地域情報化施策（ＳＮＳ等の活用）やＩＣＴ推進施策に関する調査研究
　２　ＮＰＯやボランティア活動との地域協働のあり方に関する調査研究
　３　地域の子育て支援に関する調査研究
　４　公共施設のファシリティマネジメントに関する調査研究
　５　空き家対策による地域活性化に関する調査研究
　６　広域連携・官民連携・大学連携による住民サービスの提供に関する調査研究
　７　観光（インバウンド対策等）に関する調査研究
　８　ＡＩを活用した地域活性化に関する調査研究
　９　女性を中心とした地域活性化に関する調査研究
　１０　その他　
	具体的に記入してください。





問７　貴市町村では、平成30年度以降に、独自で調査研究を実施（予定）・検討している事業についてお
伺いします。
１　具体的に実施（予定）している事業がある
	具体的な調査研究名（事業名）




２　調査研究について、検討しているものがある
	具体的な調査研究名（事業名）




３　特にない

問８　調査研究事業について、当協会での新たな取組や現行事業の見直しなどご意見・ご要望等がありま
したら記入してください。
	















	



Ⅴ　研修事業について



当協会が実施しています、研修事業についてお伺いします。

≪１　「市町村職員外国派遣研修」について≫
　当協会では平成２年度から、諸外国における行政実情等の調査研究を通して、総合的行政能力の向上と、国際的視野をもった人材の育成を図り、もって地方自治の進展に資することを目的に、経費の3/4を本協会が負担（共通経費は全額負担）する「市町村職員外国派遣研修」を実施しています。
（別紙「実施要綱」参照）

問９　貴市町村では、この研修に参加されたことがありますか。該当するものを１つ選び○で囲んでくだ
さい。
　１　計画的に参加している
　２　ときどき参加している
　３　参加したことはない

問９－２　問９で「３」と回答された市町村にお伺いします。「市町村職員外国派遣研修」に参加しない理
由について、次の中から主なものを２つまで選び○で囲んでください。
　１　知らなかった
　２　長期間、職員を派遣する（不在にする）状況にない
　３　予算がない
　４　類似した研修に参加している
	具体的な研修名




　５　年齢制限など参加要件が厳しい
　６　その他
	具体的に記入してください。





問９－３　市町村職員外国派遣研修事業の継続について、該当するものを１つ選び○で囲んでください。
１　今後も現行のまま継続してほしい
　２　内容を見直し継続してほしい
　３　終了しても良い
	理由





問９－４　問９－３で「２」と回答された市町村にお伺いします。どのようなことを見直ししてほしいで
すか。該当するものをすべて選び○で囲んでください。
　１　研修時期（現行：９月上旬～中旬）
	希望する時期：



　２　研修日数（現行：10泊11日）
	希望する日数：



　３　年齢等の参加要件
	希望する参加要件：



　４　その他
	具体的に記入してください。






≪２　「市町村職員道外先進事例研修」について≫
　当協会では昭和61年度から、地方分権時代を担う市町村職員の資質の向上や人材の育成を図り、個性豊かな地域づくりの推進に資することを目的に、道外市町村等における先進事例を、現地の関係職員等との情報交換等を通じ学ぶ「市町村職員道外先進事例研修」を実施しています。

問１０　貴市町村では、この研修に参加されたことがありますか。該当するものを１つ選び○で囲んでく
ださい。
　１　計画的に参加している
　２　ときどき参加している
　３　参加したことはない

問１０－２　問10で「３」と回答された市町村にお伺いします。「市町村職員道外先進事例研修」に参加
しない理由について、次の中から主なものを２つまで選び○で囲んでください。
　１　知らなかった
　２　研修先・研修テーマに魅力がない
	希望する研修先、研修テーマがありましたら記入してください。




３　職員を派遣する（不在にする）状況にない
　４　予算がない
　５　類似した研修に参加している
	具体的な研修名




　６　年齢制限など参加要件が厳しい
　７　その他
	具体的に記入してください。






問１０－３　市町村職員道外先進事例研修事業の継続について、該当するものを１つ選び○で囲んでくだ
さい。
１　今後も現行のまま継続してほしい
２　内容を見直し継続してほしい
　３　終了しても良い
	理由





問１０－４　問10－３で「２」と回答された市町村にお伺いします。どのようなことを見直ししてほしい
ですか。該当するものをすべて選び○で囲んでください。
　１　研修時期（現行：11月中旬）
	希望する時期：



　２　研修日数（現行：３泊４日）
	希望する日数：



　３　年齢等の参加要件
	希望する参加要件：



　４　その他
	具体的に記入してください。






≪３　「市町村職員道内先進事例研修」について≫
　当協会では昭和61年度から、個性豊かな地域づくりや行政課題の解決等に向けた取組を行っている道内市町村等の先進事例を学ぶとともに、訪問先や地域リーダーとの交流を通じ、分権型社会における市町村職員の資質向上や人材の育成を図り、活力ある地域づくりの推進に資することを目的に「市町村職員道内先進事例研修」を実施しています。

問１１　貴市町村では、この研修に参加されたことがありますか。該当するものを１つ選び○で囲んでく
ださい。
　１　計画的に参加している
　２　ときどき参加している
　３　参加したことはない

問１１－２　問11で「３」と回答された市町村にお伺いします。「市町村職員道内先進事例研修」に参加
しない理由について、次の中から主なものを２つまで選び○で囲んでください。
１　知らなかった
　２　研修先・研修テーマに魅力がない
	希望する研修先、研修テーマがありましたら記入してください。




　３　職員を派遣する（不在にする）状況にない
　４　予算がない
　５　類似した研修に参加している
	具体的な研修名




６　年齢制限など参加要件が厳しい
　７　その他
	具体的に記入してください。





問１１－３　市町村職員道内先進事例研修事業の継続について、該当するものを１つ選び○で囲んでくだ
さい。
１　今後も現行のまま継続してほしい
２　内容を見直し継続してほしい
　３　終了しても良い
	理由





問１１－４　問11－３で「２」と回答された市町村にお伺いします。どのようなことを見直ししてほしい
ですか。該当するものをすべて選び○で囲んでください。
１　研修時期（現行：10月下旬）
	希望する時期：



　２　研修日数（現行：２泊３日）
	希望する日数：



　３　年齢等の参加要件
	希望する参加要件：



　４　その他
	具体的に記入してください。






≪４　「北海道・市町村交流職員研修会」について≫
　当協会では昭和61年度から、北海道と市町村との交流職員（相互交流、研修、派遣、出向職員の経験者及び現任者）及びその他の市町村等職員の地方自治に関する知識を深めるとともに、その能力の一層の向上を図り、もって市町村自治の発展に資することを目的に「北海道・市町村交流職員研修会」を実施しています。

問１２　貴市町村では、この研修会に参加されたことがありますか。該当するものを１つ選び○で囲んで
ください。

　１　計画的に参加している
　２　ときどき参加している
　３　参加したことはない

問１２－２　問12で「３」と回答された市町村にお伺いします。「北海道・市町村交流職員研修会」に参
加しない理由について、次の中から主なものを２つまで選び○で囲んでください。
１　知らなかった
　２　研修テーマに魅力がない
	希望する研修テーマがありましたら記入してください。




　３　職員を派遣する（不在にする）状況にない
　４　予算がない
　５　その他
	具体的に記入してください。





問１２－３　北海道・市町村交流職員研修会事業の継続について、該当するものを１つ選び○で囲んでく
ださい。
１　今後も現行のまま継続してほしい
２　内容を見直し継続してほしい
	具体的な見直し点





　３　終了しても良い
	理由






問１３　研修事業全般についてのご意見・ご要望等がありましたら記入してください。
	













	




Ⅵ　研修支援事業について



　当協会では、平成12年度から実施している「地域づくり研修会開催支援金（職員セミナー・異業種交流セミナー・レディスセミナー）」の支援制度の見直しを行い、平成27年度から「地域づくりセミナー開催支援金」と「市町村職員まちづくり研修会開催支援金」の研修支援事業を実施しています。この研修支援事業についてお伺いします。

≪１　「地域づくりセミナー開催支援金」について≫
　当協会では、地域の活性化等を図るため、地域住民等を対象に開催するセミナー「地域づくりセミナー」を自主的に開催する市町村に対し、30万円を限度にその開催に要する経費を支援金として交付しています。
（別紙「交付要綱」参照）

問１４　貴市町村では、この支援制度を活用したことがありますか。該当するものを１つ選び○で囲んで
ください。
　１　支援制度を活用したことがある
　２　支援制度は知っているが、活用したことはない
　３　支援制度を知らなかった

問１４－２　問14で「２」と回答された市町村にお伺いします。「地域づくりセミナー」の支援制度を活
用しない主な理由は何ですか。該当するものをすべて選び○で囲んでください。
　１　セミナー開催にかかる予算を確保できない
　２　住民の参加を得にくい
　３　申請手続きが煩雑すぎる
　４　その他
	具体的に記入してください。




問１４－３　すべての市町村にお伺いします。今後、活用する意向はありますか。該当するものを１つ選
び○で囲んでください。
　１　活用したい
　２　検討したい
　３　活用の意向はない

問１４－４　「地域づくりセミナー開催支援金」についてのご意見・ご要望等がありましたら記入してく
ださい。
	






≪２　「市町村職員まちづくり研修会開催支援金」について≫
当協会では、地域の課題等に対応するため、職員を対象に開催する研修会「市町村職員まちづくり研修会」を自主的に開催する市町村に対し、30万円を限度にその開催に要する経費を支援金として交付しています。（別紙「交付要綱」参照）
問１５　貴市町村では、この支援制度を活用したことがありますか。該当するものを１つ選び○で囲んで
ください。
　１　支援制度を活用したことがある
　２　支援制度は知っているが、活用したことはない
　３　支援制度を知らなかった

問１５－２　問15で「２」と回答された市町村にお伺いします。「市町村職員まちづくり研修会」の支援
制度を活用しない主な理由は何ですか。該当するものをすべて選び○で囲んでください。
　１　研修会開催にかかる予算を確保できない
　２　申請手続きが煩雑すぎる
　３　その他
	具体的に記入してください。




問１５－３　すべての市町村にお伺いします。今後、活用する意向はありますか。該当するものを１つ選
び○で囲んでください。
　１　活用したい
　２　検討したい
　３　活用の意向はない

問１５－４　「市町村職員まちづくり研修会開催支援金」についてのご意見・ご要望等がありましたら記
入してください。
	























	



Ⅶ　情報資料提供事業について



当協会では、毎年、市町村に必要な各種資料を提供する情報資料提供事業を行っています。

≪１　統計資料等の書籍について≫
問１６　次の表【統計資料等の書籍　配付一覧】は、当協会が過去５年間（平成25年度～平成29年度）
に配付提供した資料です。
　これらの資料の【活用状況】と【今後の提供方法】についてお伺いします。
　１　【活用状況】について、該当するものを1つ選び○で囲んでください。
　２　【今後の提供方法】について、該当するものを1つ選び○で囲んでください。

【統計資料等の書籍　配付一覧】
	項　　　　目
	設　　　　問

	資料名
	資料の概要
	活用状況
	今後の提供方法

	1　「市町村補助金ハ
ンドブック」
（昭和55年度から、
2～3年毎に提供）
	　国・道の補助制度等を収録したもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった
	A　現行の冊子の提供 
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要

	2　「市町村の地方交
付税概要」
（昭和57年度から、毎年提供）

	　道内市町村における地方交付税の状況を収録したもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった 
	A　現行の冊子の提供
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要

	3　「市町村の財政概
要」
（昭和61年度から、毎年提供）

	　道内市町村の決算及び公共施設の状況を収録したもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった 
	A　現行の冊子の提供
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要

	4　「市町村における
職員数及び給料等
の概要」
（昭和62年度から、毎年提供）
	　道内市町村における職種別部門別の職員数、給料等の状況等を収録したもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった 
	A　現行の冊子の提供
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要

	5　「市町村の組織と
運営の概要」
（平成元年度から、毎年提供）
	　道内市町村の組織と運営の概要を収録したもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった 
	A　現行の冊子の提供
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要

	6 「市町村税の概要」
（平成12年度から、毎年提供）
	　道内市町村の課税状況、徴収実績等の状況を収録したもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった 
	A　現行の冊子の提供
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要

	7　「市町村職員必携
～東京案内～」
（昭和62年度から、毎年提供
	　市町村職員にとって有用な中央官庁や道の組織、名簿などの情報をポケットサイズにまとめたもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった
	A　現行の冊子の提供
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要

	8  「北海道集落対策
ハンドブック」
（平成26年度提供）
	　市町村や地域づくりを担う団体等が、集落の課題を考え、その課題解決への取組を考えるヒントなどをまとめたもの
	1　大変参考になっている
2　参考になっている
3　少し参考にしている
4　あまり参考にならない
5　資料を知らなかった 
	A　現行の冊子の提供
B　データのみの提供
C　冊子とデータの提供 
D　不要


※データとは、電子データ（ＣＤ等）をいう。

問１６－２　今後、当協会に対して、問16の「配付一覧」に掲載した資料以外に、どのような資料の発行・
提供を希望しますか。
	具体的に記入してください。






≪２　自治体職員のための政策情報誌プラクティスについて≫
当協会では、平成21年度から、道内の市町村職員の政策形成能力の向上に資するため、政策情報の発信と共有化を図り、また、多様な意見発表の場として、市町村の振興に寄与することを目的に、自治体職員のための政策情報誌「プラクティス」を発行しています。（年３回（５月、９月、１月））
[各号特集記事]
第1号（H21.9）「政策力を磨く」　　　　　　　	第14号（H26.1）「どうする？わがマチの商店街」
第2号（H22.1）「地域資源とニューツーリズム」	　 第15号（H26.5）「「農」から始めるまちおこし」
第3号（H22.5）「女性の力で仕事を変える」	第16号（H26.9）「まちを元気に！スポーツの力」
第4号（H22.9）「若者･よそ者のパワーを活かす」	　 第17号（H27.1）「人口減少時代の自治体住宅戦略」
第5号（H23.1）「「移住」を成功させる」	第18号（H27.5）「これからの「道の駅」」
第6号（H23.5）「まちのセールスマンになる」　　　　　 第19号（H27.9）「地域を支える-町内会・自治会-」
第7号（H23.9）「防災力を高めるには」　　　　　　　   第20号（H28.1）「避難所－被災者の命をどう守る－」
第8号（H24.1）「問題解決力の高い自治体職員を育てる」 第21号（H28.5）「動画で伝える地域の魅力」
第9号（H24.5）「行政の新しいかたち」　　　　　　　 　第22号（H28.9）「地域で働く－ローカルワークの視点－」
第10号（H24.9）「大学との連携」　　　　　　　　　　  第23号（H29.1）「在宅高齢者の暮らしを守る」
第11号（H25.1）「子どもと地域活性化」                第24号（H29.9）「台風災害から１年－現場からの教訓－」
第12号（H25.5）「自治体の発信力」                    第25号（H30.1）「“地域の魅力を売る”会社の作り方」
第13号（H25.9）「シニア世代が活躍するまちづくり」

問１７　「プラクティス」の活用状況について、該当するものを1つ選び○で囲んでください。
　１　大変参考になっている
　２　時々参考にしている
　３　あまり参考にならない
　４　情報誌を知らなかった


問１７－２　「プラクティス」は市町村に一定数の部数を配付していますが、該当するものを１つ選び○
で囲んでください。
１　足りている
２　不足している
３　多すぎる
※「２」及び「３」と回答した市町村は配付を希望する部数を記入してください。
　　（　　　　部）

問１７－３　「プラクティス」は、昨年９月から記事やデザイン等の変更を行いましたが、これに対する
感想について、該当するものをすべて選び○で囲んでください。
１　記事が分かりやすく読みやすい
２　記事が分かりにくく読みにくい
３　デザインや誌面構成が見やすい
４　デザインや誌面構成が見にくい

問１７－４　「プラクティス」の発行全般（特集テーマや誌面構成など）についてのご意見・ご要望等が
ありましたら記入してください。
	





問１７－５　今後、「プラクティス」でどのようなテーマの特集を希望されますか。２つまで選び○で囲ん
でください。
１　コミュニティ（町内会・自治会、コミュニティの活性化支援等）
２　内部管理（人事、採用、働き方、コンプライアンス、メンタルヘルス対策等）
３　産業（農林水産業、食産業、商工業の振興、６次産業化等）
４　観光（インバウンド対策、観光地経営、人材育成等）
５　高齢者（介護、健康づくり、地域医療、生活支援等）
６　子育て（育児支援、子育て世代への各種支援施策、少子化対策等）
７　公共施設（長寿命化、ファシリティマネジメント、庁舎改築等）
８　防災・減災（地震・津波、火山噴火、受援対策、広域支援対策等）
９　地域情報化（ＩＣＴ、ＳＮＳ、ＡＩの利活用等）
10　人口減少対策（移住・定住、地域間交流、関係人口の増加等）
11　環境保全（野生生物対策、自然エネルギー、森林・海洋環境保全等）
12　その他
	具体的に記入してください。




≪３　その他の情報提供について≫
問１８　情報資料提供事業についてのご意見・ご要望等がありましたら記入してください。
	





	



Ⅷ　助成事業について



当協会が実施しています、助成事業についてお伺いします。

≪１　「いきいきふるさと推進事業助成金」について≫
当協会では、地域の活性化や魅力ある地域づくりを推進するため、平成３年度から「いきいきふるさと推進事業助成金交付要綱」により、市町村等が実施するソフト事業に対し助成を行っています。

【いきいきふるさと推進事業助成金】
地域の活性化を積極的に支援するため、観光の振興、地場産業の振興、高度情報化、国際交流の推進、地域間交流などを政策課題とした、「広域的」または「小規模」に実施するソフト事業(イベント事業、広報宣伝事業、試験研究事業など)に対し助成金を交付する事業です。
（別紙「交付要綱」参照）

問１９　貴市町村では、「いきいきふるさと推進事業助成金」を活用したことがありますか。該当するもの
を1つ選び○で囲んでください。
　１　助成制度を活用したことがある
　２　助成制度を活用したことはない
　３　助成制度を知らなかった

問１９－２　問19で「２」と回答された市町村にお伺いします。「いきいきふるさと推進事業助成金」を
活用しなかった主な理由を、次の中から２つまで選び○で囲んでください。
　１　該当する事業がなかった
　２　財政支援を必要としなかった
　３　申請などの手続きが煩雑なため
　４　その他
	具体的に記入してください。





問１９－３　「いきいきふるさと推進事業助成金」についてのご意見・ご要望等がありましたら記入して
ください。
	













≪２　「市町村職員自主調査研究グループ助成金」について≫
当協会では、平成23年度から、地域における課題の解決方策を調査研究するため、市町村職員が中心となって自主的に結成したグループに対し、25万円を限度に、その調査研究に要する経費の一部を助成金として交付しています。
（別紙「交付要綱」参照）

問２０　貴市町村職員で、「市町村職員自主調査研究グループ助成金」を活用し、調査研究を行ったことが
ありますか。該当するものを1つ選び○で囲んでください。
　１　助成制度を活用したことがある
　２　助成制度を活用したことはない
　３　助成制度は知っているが、職員に周知していない
　４　知らなかった

問２０－２　問20で「２」と回答された市町村にお伺いします。「市町村職員自主調査研究グループ助成
金」を活用しなかった主な理由を、次の中から２つまで選び○で囲んでください。
　１　希望する職員グループがなかった
　２　申請などの手続きが煩雑なため
　３　１年度では期間が短く、政策提言までは困難なため
　４　調査研究に自己負担が伴うため
５　その他
	具体的に記入してください。






問２０－３　近年の申請状況（Ｈ27年度５件、Ｈ28年度４件、Ｈ29年度１件）を見ると、年々申請件数
が減少しており、当協会では事業の終了も含めて取扱を検討していますが、このことについて
ご意見をお聞かせください。該当するものを1つ選び○で囲んでください。
１　終了もやむを得ない
２  今後も継続してほしい
	理由







３　その他
	具体的に記入してください。









≪３　「その他の助成金」について≫
問２１　当協会では、「いきいきふるさと推進事業助成金」、「市町村職員自主調査研究グループ助成金」の
ほかに、以下の助成事業を行っていますが、この活用状況について、該当するものを1つ選び○で
囲んでください。
	項目
	設問

	助成金
	助成内容
	活用状況

	１　市町村アカデミー
等研修受講助成金
	市町村職員中央研修所及び国際文化研修所等が実施する研修に派遣した市町村等に対し、受講に要する経費の一部を助成する。
	１　活用している
２　活用していない

	２　救急救命士追加講
習受講経費助成金
	　救急救命士の追加講習にかかる受講経費を対象として市町村等に助成する。
	１　活用している
２　活用していない

	３　広域消防航空応援
交付金
	　北海道広域消防応援協定に基づく航空応援に要した経費について交付金を交付する。
	１　活用している
２　活用していない


※市町村アカデミー等研修受講助成金は、平成２９年度から（一財）全国建設研修センター及び地方共同法人日本下水道事業
団研修センターが実施する研修も含まれている。
※各助成金の詳細については、当協会ＨＰをご覧ください。(http://www.do-shinko.or.jp/)

問２２　問19、20、21の助成事業以外に、助成を希望する事業や要望等がありましたら記入してくださ
　　　い。
	具体的に記入してください。



























	



Ⅸ  協会設立40周年記念の特別支援事業について



当協会は、昭和54年３月に設立以来、平成31年には設立40周年を迎えます。
これまで、10周年、15周年、20周年、25周年、30周年、35周年に次のような特別支援事業を実施してきました。
	周年
	特別支援事業内容

	10周年（平成元年度）
	ファクシミリ寄贈

	15周年（平成6年度）
	北海道行政情報ネットワーク整備費助成、パーソナルコンピュータ寄贈

	20周年（平成11年度）
	介護福祉活動車購入費助成

	25周年（平成16年度）
	ＬＧＷＡＮ整備事業費、庁内ＬＡＮ整備費、北海道電子自治体共同システム開発事業費助成

	30周年（平成21年度）
	ＡＥＤ、地上波デジタル対応テレビ寄贈

	35周年（平成26年度）
	防災・減災対策事業に係る助成（避難所備蓄品整備費、情報通信関係整備費、施設等整備費、車両等整備費）



問２３　当協会は、設立40周年記念の特別支援事業として、どの様な支援を希望されますか。該当するも
のを1つ選び○で囲んでください。
　１　防災・減災対策事業に係る助成
　２　住民の読書に供する図書購入に係る助成
　３　その他
	具体的に記入してください。









	



Ⅹ　「市町村振興宝くじ基金」について 



当協会では、これまで、「サマージャンボ宝くじ」の発売収益金を基金(市町村振興宝くじ基金)として積み立て、主に市町村への資金貸付事業の原資として活用してきましたが、今後、既貸付金の償還金(元金)と新規貸付額がほぼ同額(60億円程度)で推移することが見込まれることから、毎年度交付を受ける発売収益金のうち一部(全国協会への納付金及び市町村振興支援事業の充当額)を除いた額を積み立てることにより、基金残高が増加していく見込みです。
　　(参考)　平成29年度末基金残高(見込み)  24億円程度(５月貸付用原資を除く。)
  なお、基金の確保額は、自治省(現総務省)通知により、前年度の各都道府県市町村(指定都市を除く。)の標準財政規模の合計額に0.3%を乗じた額(貸付額を含まない。)とされており、北海道に当てはめると約40億円となります。

問２４　市町村振興宝くじ基金の残高が増加して一定額(40億円)を超える規模となった場合、超えた額の
使途について、次の中から相応しいと考えるものを２つまで選び○で囲んでください。
　１　市町村に「特別交付金」として交付する
　２　資金貸付事業の貸付枠を拡大し、その財源に充てる
  ３  いきいきふるさと推進事業助成や研修支援など市町村振興支援事業の規模を拡大し、その財源に充
てる
　４　道内の全市町村に共通する行政課題に対応し、市町村が共同して実施する事業の財源に充てる(市
町村負担の代替又は負担軽減)
　５　その他
	具体的に記入してください。







	



Ⅺ　市町村の課題などについて



問２５　今後の当協会運営の参考としたいので、現在、貴市町村が「地域振興」を進めるうえで抱えてい
る課題・問題点等を記入してください。
	









	



Ⅻ　その他



《１　市町村ライブラリー等の利用について》
問２６　当協会は、北海道自治会館（ホテルポールスター札幌に併設）６階に、市町村職員の皆さんが情
報収集・打合せなどにご利用いただくための各種図書資料、ミーティングスペースを備えた「市町
村ライブラリー」のほか、特別会議室等を設置しています。また、５階には３つの会議室を設置し
ています。
　　これらの施設の利用について、該当するものを1つ選び○で囲んでください。
　１　利用したことがある
　２　利用したことがない
　３　知らなかった

問２６－２　問26で「２」及び「３」と回答された市町村にお伺いします。今後、これらの施設を利用し
たいと考えていますか。該当するものを1つ選び○で囲んでください。
　１　機会があれば、利用したい
　２　利用する考えはない
　３　その他
問２６－３　市町村ライブラリーや会議室等施設の利用し易い環境を整えるために、どのような整備、改
善等を行ったら良いと考えますか。ご意見・ご要望等がありましたら記入してください。
	市町村ライブラリ－
	


	特別会議室
	


	多目的会議室
	


	会議室
	




《２　宝くじの広報活動について》
　サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじは、ともに長期的に販売不振の状況が続いており、当協会では、市町村振興宝くじの販売が安定化することが喫緊の課題として考え、市町村のご協力をいただき積極的な広報宣伝活動を展開していくこととしています。
　当協会では、平成30年度に次の事業の実施を予定しています。
　・市町村に対する市町村広報誌への宣伝広告の掲載要請
　・地域コミュニティ誌への広告掲載
　・広告チラシ(通信販売申込書)の新聞折り込み
　・札幌駅前通り地下広場での大型壁面広告の掲出
　・ＪＲタワー札幌ピラービジョン・エキサイトビジョン(大型ディスプレイ)の活用
　・北海道庁エレベータへのポスター掲出
　・ＰＲ用ポケットテッシュの作成、市町村への提供(1団体　最低500個)
  ・ＪＲ北海道車内誌への広告掲載
　・地域イベントに出向いてのＰＲ行動

問２７　サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじの収益金は、市町村の明るく住みよいまち
づくりに役立っており、各市町村における広報活動も重要になっています。平成29年度におけるサ
マージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじの販売促進に向けた市町村でのＰＲ活動の取組
状況について、該当するものを1つ選び○で囲んでください。
　１　取り組みを行った
　２　取り組まなかった
	取り組まなかった理由があれば記入してください。





問２７－２　問27で「１」と回答された市町村にお伺いします。宝くじ販売に向けたＰＲ活動について、
該当するものをすべて選び○で囲んでください。
　１　広報誌への掲載
　２　ホームページへの掲載
　３　特設売場の開設
　４　イベントでのＰＲ
　５　その他
	具体的に記入してください。



《３　メールアドレスについて》
問２８　当協会では、資金貸付事業・市町村交付金事業・研修事業・助成事業等の案内などを、Ｅメール
（インターネットで使われるもの）で行っております。以下の対象事業の案内先等について、担当
部署、メールアドレス（課、グループ等の代表メール）の記入をお願いいたします。
	対象事業名
	担当部署
	メールアドレス

	資金貸付事業
	
	

	市町村交付金事業（市町村交付金使途調査）
	
	

	研修事業

	
	北海道市町村長交流セミナー
	
	

	
	市町村職員外国派遣･道外道内先進事例研修
	
	

	
	北海道･市町村交流職員研修会
	
	

	研修支援事業

	
	地域づくりセミナー開催支援金
	
	

	
	市町村職員まちづくり研修会開催支援金
	
	

	助成事業

	
	いきいきふるさと推進事業助成金
	
	

	
	市町村アカデミー等研修受講助成金
	
	

	
	救急救命士追加講習受講経費助成金
	
	

	
	市町村職員自主調査研究グループ助成金
	
	

	宝くじ広報宣伝
	
	


※Ｅメールについては、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）は使えませんので、インターネットで使えるものを記入してください。

《４　北海道市町村振興協会に対する意見・要望について》
問２９　当協会に期待する役割など、どのようなことでも結構ですから、ご自由にご意見・ご要望を記入
してください。
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